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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第25期
第３四半期
累計期間

第26期
第３四半期
累計期間

第25期
第３四半期
会計期間

第26期
第３四半期
会計期間

第25期

会計期間

自  平成21年
      ４月１日
至  平成21年
      12月31日

自  平成22年
      ４月１日
至  平成22年
      12月31日

自  平成21年
      10月１日
至  平成21年
      12月31日

自  平成22年
      10月１日
至  平成22年
      12月31日

自  平成21年
      ４月１日
至  平成22年
      ３月31日

売上高 (千円) 791,1412,421,392153,8201,152,3181,679,337

経常利益
又は経常損失（△）

(千円) △ 1,121,625△ 220,275△ 304,11847,017△ 1,263,283

四半期純利益又は
四半期(当期)純損失（△）

(千円) △ 1,252,811△ 225,392△ 305,80945,336△ 1,563,403

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 700,328700,328700,328

発行済株式総数 (株) ― ― 2,978,2002,978,2002,978,200

純資産額 (千円) ― ― 1,377,517848,1961,068,568

総資産額 (千円) ― ― 2,975,7203,458,1243,392,442

１株当たり純資産額 (円) ― ― 469.13 284.78 362.30

１株当たり四半期
純利益金額又は
四半期(当期)純損失金額
（△）

(円) △429.68 △77.52△ 104.97 15.59△ 536.57

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 45.8 23.9 31.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 709,181△ 310,259 ― ― △ 1,369,083

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 32,779 109,825 ― ― △ 11,045

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 277,781113,760 ― ― 457,599

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 187,747132,726219,400

従業員数 (名) ― ― 217 177 170

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため、記載しておりません。

３　第25期第３四半期累計（会計）期間、第25期及び第26期第３四半期累計期間における潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益金額については、1株当たり四半期（当期）純損失であり、希薄化効果を有する潜在

株式が存在しないため、また第26期第３四半期会計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 177（5）

(注)   １　従業員数は、他社からの出向者等を含む就業人員数であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当四半期会計期間における平均雇用人員（１日８時間換算）であり

ます。 

３　臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員・アルバイト社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社は、研削盤の製造及び販売を事業内容とする単一セグメントであり、開示対象となるセグメントはあ

りませんので、製品の品目ごとに記載しております。

(1) 生産実績

当第３四半期会計期間における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

　

品目 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

立形研削盤 932,107 1,207.3

横形研削盤 173,250 585.3

その他専用研削盤 ─ ─

合計 1,105,357 1,044.5

(注) １．金額は、販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第３四半期会計期間における受注実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

　

品目 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

立形研削盤 1,048,399 90.9 1,606,789 △16.2

横形研削盤 152,317 117.2 228,159 26.6

その他専用研削盤 19,624 △58.9 35,500 △53.6

合計 1,220,342 83.0 1,870,448 △13.9

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当第３四半期会計期間における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

　

品目 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

立形研削盤 950,234 792.8

横形研削盤 182,458 426.2

その他専用研削盤 19,624 54.3

合計 1,152,318 649.1

(注) １．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合
　

相手先

前第３四半期会計期間 当第３四半期会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

株式会社森精機トレー
ディング

3,521 2.3 397,297 34.5

ユアサ商事株式会社 6,226 4.0 227,884 19.8

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

当第３四半期会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

提出会社の代表者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する分析・検討内容

(1)経営成績の分析

当社を取り巻く経営環境は、回復の傾向が顕著になってまいりました。すなわち、国内外における設備

投資需要は着実に回復してきており、特に海外におきましては、アジアを中心とした新興国において、現

地企業のみならず、先進国企業からの設備投資需要が大いに高まっております。

  このような環境の中、当社の受注状況は安定的に回復してまいりました。特に、海外での受注活動につ

きましては、中国及びフランスにおける駐在拠点を軸に、エネルギー関連等の需要を取り込んでおりま

す。加えて、国内企業の海外進出に向けた設備投資も活発化しており、受注増加の追い風となっておりま

す。

　また、平成22年10月から11月にかけ、国内最大の工作機械見本市「JIMTOF2010」に出展、新製品Vertical

Mate 85を中心に、工程革新、高精度化といった従来からの優位性に加え、低価格の実現による導入コスト

低減を訴求し、ユーザー層を拡大、需要喚起いたしました。

　一方、収益確保のための経費削減については、開発設計・部品調達・組立作業といった製造プロセスの

効率化を推進し、調達コスト・労務コストの低減を図っております。 また、全社的な経費削減活動を行

い、固定費の削減にも努めております。

この結果、受注状況は前年同期比大幅に改善し、当第３四半期会計期間の受注高は、1,220,342千円（前

年同期比83.0％増）となりました。うち当社主力機種である立形研削盤は1,048,399千円（前年同期比

90.9％増）、横形研削盤は152,317千円（前年同期比117.2％増）、その他専用研削盤は19,624千円（前年

同期比58.9％減）となりました。

売上高につきましては、受注状況の改善により、当第３四半期会計期間の実績は1,152,318千円（前年

同期比649.1％増）となりました。品目別に示すと、立形研削盤は950,234千円（前年同期比792.8％増）、

横形研削盤は182,458千円（前年同期比426.2％増）、その他専用研削盤は19,624千円（前年同期比

54.3％増）となりました。

　損益につきましては、営業利益56,379千円（前年同期は307,222千円の損失）、経常利益47,017千円（前

年同期は304,118千円の損失）、四半期純利益45,336千円（前年同期は305,809千円の損失）となりまし

た。

　

(2)財政状態の分析

（流動資産）

  当第３四半期会計期間末の流動資産は前事業年度末に比べて135,950千円増加し、2,035,751千円とな

りました。これは主に売掛金が211,639千円、仕掛品が230,916千円、原材料及び貯蔵品が75,646千円増加

したこと、現金及び預金が216,674千円減少したことによるものです。
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（固定資産）

  当第３四半期会計期間末の固定資産は前事業年度末に比べて70,268千円減少し、1,422,372千円となり

ました。これは主に有形固定資産が63,142千円減少したことによるものです。

（流動負債）

  当第３四半期会計期間末の流動負債は前事業年度末に比べて327,212千円増加し、1,671,421千円とな

りました。これは主に買掛金が150,980千円、短期借入金が150,000千円、製品保証引当金が32,516千円増

加したことによるものです。

（固定負債）

  当第３四半期会計期間末の固定負債は前事業年度末に比べて41,157千円減少し、938,506千円となりま

した。これは主にリース債務が37,226千円減少したことによるものです。

（純資産）

  当第３四半期会計期間末の純資産は前事業年度末に比べて220,372千円減少し、848,196千円となりま

した。これは利益剰余金が225,392千円減少したこと、新株予約権が5,019千円増加したことによるもので

す。

　

(3)キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は第２四半期会計期間

末に比べて30,213千円減少し、132,726千円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、資金は365,173千円の減少（前年同期は269,310千円の減少）となりました。これは主

に、売上債権の増加374,923千円、たな卸資産の増加169,835千円、事業構造改革費用の支払3,020千円によ

る資金減少要因と、税引前四半期純利益47,017千円の計上、減価償却費31,859千円、製品保証引当金の増

加21,962千円、仕入債務の増加64,975千円、未払消費税等の増加9,933千円、未払金の増加8,841千円によ

る資金増加要因によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、資金は10,487千円の減少（前年同期は57,946千円の増加）となりました。これは主に

有形固定資産の取得7,503千円の資金減少要因によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、資金は345,446千円の増加（前年同期は283,759千円の増加）となりました。これは主

に短期借入金の増加357,500千円の資金増加要因と、リース債務の返済12,053千円の資金減少要因による

ものです。

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。

　

(5)研究開発活動

当第３四半期会計期間の研究開発費の総額は、26,269千円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,000,000

計 9,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月４日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,978,200 2,978,200
大阪証券取引所
JASDAQ

（スタンダード）
（注）１、２、３

計 2,978,200 2,978,200― ―

（注）１　普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない、当社として標準となる株式であります。

２　単元株式数は100株であります。

３　提出日現在の発行数には、平成23年２月１日から本四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

　

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

（平成21年６月19日取締役会決議）

　
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 215　（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式
単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数（株） 21,500　（注）２

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　643　（注）３、７

新株予約権の行使期間 平成23年７月18日から平成26年７月17日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　927
資本組入額　464

新株予約権の行使の条件

①本新株予約権の割当を受けた者（以下「新株
予約権者」という。）は、権利行使時においても、
当社の取締役又は監査役の地位にあることを要
する。ただし、当社の取締役若しくは監査役を任
期満了により退任した場合のほか、正当な理由の
ある場合にはこの限りではない。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれ
を行使できるものとする。ただし、③に規定する
「新株予約権割当契約」に定める条件による。

③その他権利行使条件については、当社と新株予
約権者との間で締結する「新株予約権割当契
約」に定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、当社取
締役会の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４

（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

　

２　当社が株式分割、又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について

行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率

　また、当社が合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合及びその他これらの場合に準じて新株

予約権の目的たる株式の数を調整すべき場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。
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３　本新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される１株当たりの払込金額（以

下「行使価額」という）に新株予約権１個当たりの目的となる株式数を乗じた金額とする。 

　１株当たりの行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という）の属する月の前月各日（取

引が成立しない日を除く）のジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に

1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。 

　ただし、その価額が新株予約権割当日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回

る場合は、新株予約権割当日の終値とする。 

　なお、新株予約権割当後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数を切り上げる。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１ 　 　 　 　

分割・併合の比率 　 　 　 　

　　また、新株予約権割当後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行す

る場合を除く）を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上

げる。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 　×
既発行株式数 ＋

新規発行
株式数

×
１株当たり
払込金額

新株式発行前の時価

既発行株式数　＋　新規発行株式数
　

　　上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新株式発行

前の時価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

　

４　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る）（以上

を総称して以下「組織再編行為」という）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につ

き吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割

がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力

を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前において残存

する新株予約権（以下「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、

会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という）の新株予約

権をそれぞれ交付することとする。

　ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、（注）２に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記（注）３で定められる行使価

額を組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後行使価額に本項③に従って決定され

る当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記新

株予約権の行使期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

（注）５に準じて決定する。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものと

する。

⑧　新株予約権の行使の条件

上記新株予約権の行使の条件に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得条項

（注）６に準じて決定する。
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５　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が

生じる場合は、その端数を切り上げるものとする。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、本項①記載の資本金

等増加限度額から本項①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

　

６　新株予約権の取得事由及び条件

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる吸収分割契約若しくは新設分割計画

承認の議案又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当社

株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当

該新株予約権を取締役会の決定する価額（無償を含む）で取得することができる。

②　新株予約権者が上記新株予約権の行使の条件による新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合、

当社は当該新株予約権を無償で取得することができる。

　

７　ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、平成22年４月１日付で大阪証券取引所（JASDAQ市

場）に上場となっております。また、大阪証券取引所（JASDAQ市場）は、平成22年10月12日付で同取引所ヘ

ラクレス市場及びNEO市場とともに、新たに開設された同取引所JASDAQに統合されており、同日以降の上場

金融商品取引所は大阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）であります。
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（平成21年６月19日第24期定時株主総会決議及び取締役会決議） 

　
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 336　（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式
単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数（株） 33,600　（注）２

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　643　（注）３、７

新株予約権の行使期間 平成23年７月18日から平成26年７月17日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　927
資本組入額　464

新株予約権の行使の条件

①本新株予約権の割当を受けた者（以下「新株
予約権者」という。）は、権利行使時においても、
当社の従業員の地位にあることを要する。ただ
し、定年による退職その他正当な理由のある場合
はこの限りではない。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれ
を行使できるものとする。ただし、③に規定する
「新株予約権割当契約」に定める条件による。

③その他権利行使条件については、当社と新株予
約権者との間で締結する「新株予約権割当契
約」に定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、当社取
締役会の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４

（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

　

２　当社が株式分割、又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について

行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率

　また、当社が合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合及びその他これらの場合に準じて新株

予約権の目的たる株式の数を調整すべき場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。
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３　本新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される１株当たりの払込金額（以

下「行使価額」という）に新株予約権１個当たりの目的となる株式数を乗じた金額とする。 

　１株当たりの行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という）の属する月の前月各日（取

引が成立しない日を除く）のジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に

1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。 

　ただし、その価額が新株予約権割当日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回

る場合は、新株予約権割当日の終値とする。 

　なお、新株予約権割当後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数を切り上げる。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１ 　 　 　 　

分割・併合の比率 　 　 　 　

　　また、新株予約権割当後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行す

る場合を除く）を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上

げる。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 　×
既発行株式数 ＋

新規発行
株式数

×
１株当たり
払込金額

新株式発行前の時価

既発行株式数　＋　新規発行株式数
　

　　上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新株式発行

前の時価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

　

４　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る）（以上

を総称して以下「組織再編行為」という）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につ

き吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割

がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力

を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前において残存

する新株予約権（以下「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、

会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という）の新株予約

権をそれぞれ交付することとする。

　ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、（注）２に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記（注）３で定められる行使価

額を組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後行使価額に本項③に従って決定され

る当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記新

株予約権の行使期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

（注）５に準じて決定する。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものと

する。

⑧　新株予約権の行使の条件

上記新株予約権の行使の条件に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得条項

（注）６に準じて決定する。
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５　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が

生じる場合は、その端数を切り上げるものとする。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、本項①記載の資本金

等増加限度額から本項①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

　

６　新株予約権の取得事由及び条件

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる吸収分割契約若しくは新設分割計画

承認の議案又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当社

株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当

該新株予約権を取締役会の決定する価額（無償を含む）で取得することができる。

②　新株予約権者が上記新株予約権の行使の条件による新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合、

当社は当該新株予約権を無償で取得することができる。
　

７　ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、平成22年４月１日付で大阪証券取引所（JASDAQ市

場）に上場となっております。また、大阪証券取引所（JASDAQ市場）は、平成22年10月12日付で同取引所ヘ

ラクレス市場及びNEO市場とともに、新たに開設された同取引所JASDAQに統合されており、同日以降の上場

金融商品取引所は大阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）であります。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年12月31日 ─ 2,978,200 ─ 700,328 ─ 637,828

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 　　70,700
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　2,907,300　 29,073 －

単元未満株式 普通株式　　　　200 － －

発行済株式総数 2,978,200 － －

総株主の議決権 － 29,073 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式76株が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社太陽工機

新潟県長岡市西陵町
221番35

70,700 － 70,700 2.37

計 － 70,700 － 70,700 2.37

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　４月 　５月

　
　６月

　
　７月

　
　８月

　
　９月

　
　10月

　
　11月

　
　12月

最高(円) 570 572 609 630 578 565 566 550 620

最低(円) 520 463 510 530 510 518 495 520 511

（注）最高・最低株価は、平成22年10月11日以前は大阪証券取引所(JASDAQ市場)におけるものであり、平成22年10月12

日以降は大阪証券取引所JASDAQ(スタンダード)におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期

会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平成22年４月１日か

ら平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間(平成21年10月１日か

ら平成21年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第３四半期会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３

四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、新日本有

限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社を有しておりませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 132,726 349,400

受取手形 － 5,588

売掛金 907,483 695,844

製品 24,487 －

仕掛品 732,720 501,804

原材料及び貯蔵品 225,422 149,775

その他 13,910 198,387

貸倒引当金 △1,000 △1,000

流動資産合計 2,035,751 1,899,801

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 931,354 984,614

土地 356,336 356,336

その他（純額） 93,162 103,044

有形固定資産合計 ※1
 1,380,853

※1
 1,443,996

無形固定資産 26,289 34,838

投資その他の資産 15,229 13,805

固定資産合計 1,422,372 1,492,640

資産合計 3,458,124 3,392,442

負債の部

流動負債

買掛金 213,072 62,092

短期借入金 1,200,000 ※2
 1,050,000

未払法人税等 6,946 4,508

前受金 6,000 6,000

製品保証引当金 74,433 41,916

その他 170,969 179,692

流動負債合計 1,671,421 1,344,209

固定負債

リース債務 880,243 917,470

その他 58,262 62,193

固定負債合計 938,506 979,664

負債合計 2,609,928 2,323,873

純資産の部

株主資本

資本金 700,328 700,328

資本剰余金 637,828 637,828

利益剰余金 △450,496 △225,104

自己株式 △59,682 △59,682

株主資本合計 827,978 1,053,370

新株予約権 20,217 15,198

純資産合計 848,196 1,068,568

負債純資産合計 3,458,124 3,392,442
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 791,141 2,421,392

売上原価 1,003,040 1,964,769

売上総利益又は売上総損失（△） △211,898 456,622

販売費及び一般管理費 ※１
 890,694

※１
 644,566

営業損失（△） △1,102,593 △187,943

営業外収益

受取利息 497 121

助成金収入 25,004 7,939

受取手数料 518 249

固定資産税還付金 － 3,964

その他 1,387 5,311

営業外収益合計 27,407 17,586

営業外費用

支払利息 29,189 32,441

売上割引 1,433 1,349

支払手数料 8,632 9,014

その他 7,184 7,112

営業外費用合計 46,440 49,918

経常損失（△） △1,121,625 △220,275

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,236 －

特別利益合計 1,236 －

特別損失

固定資産除却損 － 152

減損損失 4,480 －

特別損失合計 4,480 152

税引前四半期純損失（△） △1,124,870 △220,427

法人税、住民税及び事業税 5,074 4,964

過年度法人税等 10,000 －

法人税等調整額 112,866 －

法人税等合計 127,941 4,964

四半期純損失（△） △1,252,811 △225,392
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 153,820 1,152,318

売上原価 187,542 880,336

売上総利益又は売上総損失（△） △33,722 271,981

販売費及び一般管理費 ※１
 273,499

※１
 215,602

営業利益又は営業損失（△） △307,222 56,379

営業外収益

受取利息 110 0

助成金収入 18,660 3,139

受取手数料 324 81

固定資産税還付金 － 3,964

その他 382 643

営業外収益合計 19,478 7,828

営業外費用

支払利息 10,184 10,762

売上割引 249 370

支払手数料 2,922 3,618

その他 3,017 2,439

営業外費用合計 16,373 17,190

経常利益又は経常損失（△） △304,118 47,017

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △304,118 47,017

法人税、住民税及び事業税 1,691 1,681

法人税等合計 1,691 1,681

四半期純利益又は四半期純損失（△） △305,809 45,336
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △1,124,870 △220,427

減価償却費 93,480 89,997

減損損失 4,480 －

固定資産除却損 － 152

受取利息 △497 △121

支払利息 29,189 32,441

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,236 －

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △25,169 －

製品保証引当金の増減額（△は減少） △84,673 32,516

売上債権の増減額（△は増加） 991,803 △206,051

たな卸資産の増減額（△は増加） △185,551 △331,307

仕入債務の増減額（△は減少） 55,659 150,980

未収消費税等の増減額（△は増加） △161,470 173,000

未払消費税等の増減額（△は減少） △40,824 19,248

未払金の増減額（△は減少） △7,543 2,469

未払費用の増減額（△は減少） 5,941 8,831

その他 67,640 3,611

小計 △383,639 △244,659

利息の受取額 497 121

利息の支払額 △29,006 △32,639

事業構造改革費用の支払額 － △29,778

法人税等の支払額 △297,031 △3,303

営業活動によるキャッシュ・フロー △709,181 △310,259

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期積金の純増減額 43,000 130,000

有形固定資産の取得による支出 △5,522 △18,199

無形固定資産の取得による支出 △4,625 －

貸付けによる支出 － △790

貸付金の回収による収入 － 9

その他 △72 △1,195

投資活動によるキャッシュ・フロー 32,779 109,825

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △198,000 150,000

自己株式の取得による支出 △4,640 －

リース債務の返済による支出 △30,730 △35,812

配当金の支払額 △43,567 △4

その他 △842 △422

財務活動によるキャッシュ・フロー △277,781 113,760

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △954,183 △86,674

現金及び現金同等物の期首残高 1,141,931 219,400

現金及び現金同等物の四半期末残高 187,747 132,726
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第３四半期累計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

会計処理基準に

関する事項の変

更

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20

年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21

号　平成20年３月31日）を適用しております。

　なお、これにより、損益に与える影響はありません。

 

　

【表示方法の変更】

　

　　当第３四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)及び当第３四半期会計期間

　　(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

　

当第３四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第３四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　

当第３四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末
（平成22年３月31日）

※１ 有形固定資産の減価償却累計額　　　615,908千円

───

 
　 　

　 　

　 　

 
　

　
　

　

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額　　　538,456千円

※２ コミットメントライン契約

　　運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と

貸出コミットメントライン契約を締結しております。

この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は、

以下のとおりであります。

貸出コミットメント限度額 1,200,000千円

借入実行残高　　 　 1,050,000千円

差引額　　　　 150,000千円

　　上記のコミットメントライン契約には、以下の財務制

限条項が付されております。

① 借入人は各事業年度末日における単体の貸借対

照表に記載される純資産の部の合計金額から

新株予約権及び繰延ヘッジ損益の合計金額を

控除した金額を以下のa又はbのいずれか高い

金額以上に維持すること。但し、平成22年３月

期末日における単体の貸借対照表に記載され

る純資産の部の合計金額から新株予約権及び

繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額に

ついては、1,000百万円以上に維持すること。

a.1,000百万円

b.直前の事業年度末日における単体の貸借対

照表に記載される純資産の部の合計金額か

ら新株予約権及び繰延ヘッジ損益の合計金

額を控除した金額の75％に相当する金額

② 借入人は各事業年度末日における単体の損益計

算書に記載される経常損益を２期連続して損

失としないこと。
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(四半期損益計算書関係)

第３四半期累計期間

　

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

販売促進費 141,164千円

運賃 8,960〃

広告宣伝費 6,839〃

出張費 43,265〃

役員報酬 63,618〃

給料及び手当 128,083〃

賞与 34,028〃

退職給付費用 13,483〃

減価償却費 5,043〃

賃借料 47,003〃

支払手数料 47,584〃

研究開発費 249,321〃
 

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

販売促進費 103,842千円

運賃 35,263〃

広告宣伝費 9,409〃

出張費 42,811〃

役員報酬 42,235〃

給料及び手当 109,861〃

賞与 11,812〃

退職給付費用 10,975〃

減価償却費 4,005〃

賃借料 42,480〃

支払手数料 37,596〃

研究開発費 89,796〃
 

　

第３四半期会計期間

　

前第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

販売促進費 61,752千円

運賃 1,013〃

広告宣伝費 1,531〃

出張費 16,150〃

役員報酬 18,310〃

給料及び手当 44,396〃

賞与 6,757〃

退職給付費用 4,510〃

減価償却費 1,700〃

賃借料 16,596〃

支払手数料 13,693〃

研究開発費 53,425〃

 

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

販売促進費 41,739千円

運賃 15,962〃

広告宣伝費 1,987〃

出張費 12,368〃

役員報酬 14,078〃

給料及び手当 36,549〃

退職給付費用 3,511〃

減価償却費 1,334〃

賃借料 14,241〃

支払手数料 11,617〃

研究開発費 26,269〃

　 　

 

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 269,747千円

預入期間が３か月超の定期積金 △82,000千円

現金及び現金同等物 187,747千円

 

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 132,726千円

預入期間が３か月超の定期積金 ─〃

現金及び現金同等物 132,726千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平

成22年12月31日)

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 2,978,200

　

　

２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 70,776

　

　

３　新株予約権の四半期会計期間末残高

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の当第３四半期会計期間末残高　20,217千円

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

　

(2) 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第３四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)及び当第３四半期会計期間(自　平成

22年10月１日　至　平成22年12月31日)

(追加情報)

第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年

３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平

成20年３月21日)を適用しております。

　

当社は、研削盤の製造及び販売を事業内容とする単一セグメントであり、開示対象となるセグメントはあり

ませんので、セグメント情報は記載しておりません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期会計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

１　ストック・オプションに係る当第３四半期会計期間における費用計上額及び科目名

売上原価の株式報酬費用　　　　　　　　　780千円

販売費及び一般管理費の株式報酬費用　　　899千円

　

２　当第３四半期会計期間に付与したストック・オプションの内容

該当事項はありません。

　

　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 284.78円
　

　 　

　 362.30円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 848,196 1,068,568

普通株式に係る純資産額(千円) 827,978 1,053,370

差額の主な内訳(千円)　

　新株予約権

 
20,217

 
15,198

普通株式の発行済株式数(株) 2,978,200 2,978,200

普通株式の自己株式数(株) 70,776 70,776

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
（株）

2,907,424 2,907,424
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２  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）

第３四半期累計期間

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △429.68円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

１株当たり四半期純損失金額（△） △77.52円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、希薄化効果を有する

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎

項目
前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純損失
（△）(千円)

△1,252,811 △225,392

普通株式に係る四半期純損失
（△）(千円)

△1,252,811 △225,392

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 2,915,690 2,907,424

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり四半期純利益金額の算定に
含まれなかった潜在株式について前事業
年度末から重要な変動がある場合の概要

 
第２四半期会計期間において下記
の新株予約権が消滅しております。
株式会社太陽工機第１回－①新株
予約権　180個
株式会社太陽工機第１回－②新株
予約権　288個
これにより、第１回新株予約権はす
べて消滅しております。
また、第２四半期会計期間において
下記の新株予約権を新たに発行し
ております。
株式会社太陽工機第２回－①新株
予約権　215個
株式会社太陽工機第２回－②新株
予約権　384個
なお、概要については、「第４　提出
会社の状況、１　株式等の状況、
（2）新株予約権等の状況」に記載
しております。
 

 
───
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第３四半期会計期間

前第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △104.97円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

１株当たり四半期純利益金額 15.59円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

(注)１　前第３四半期会計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失であり、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、当第３四半期会計期間

における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎

項目
前第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

△305,809 45,336

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

△305,809 45,336

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 2,913,432 2,907,424

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり四半期純利益金額の算定に
含まれなかった潜在株式について前事業
年度末から重要な変動がある場合の概要

 
第２四半期会計期間において下記
の新株予約権が消滅しております。
株式会社太陽工機第１回－①新株
予約権　180個
株式会社太陽工機第１回－②新株
予約権　288個
これにより、第１回新株予約権はす
べて消滅しております。
また、第２四半期会計期間において
下記の新株予約権を新たに発行し
ております。
株式会社太陽工機第２回－①新株
予約権　215個
株式会社太陽工機第２回－②新株
予約権　384個
なお、概要については、「第４　提出
会社の状況、１　株式等の状況、
（2）新株予約権等の状況」に記載
しております。
 

 
───

 
 
 
 
 
 

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社太陽工機(E02360)

四半期報告書

29/32



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月10日

株式会社太陽工機

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小川　佳男　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　遠藤　尚秀　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社太陽工機の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第25期事業年度の第３四半期会計期間(平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社太陽工機の平成21年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点において認めら

れなかった。

　
追記情報

「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成22年１月26日開催の取締役会において、早期退職

者優遇制度の実施について決議している。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月４日

株式会社太陽工機

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小川　佳男　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　遠藤　尚秀　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社太陽工機の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第26期事業年度の第３四半期会計期間(平成

22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社太陽工機の平成22年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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